提　　出　　書　　類　　一　　覧様式１


団体名　　　　　　　　　　　
	提　出　書　類　名
	様　式
（注１）
	チェック欄（注３）

	
	
	申請者
	区

	応募資格確認関係書類
	提出書類一覧（本票）
	様式１
	
	

	
	区営住宅指定管理者指定申請書（代表者印を押印）
	様式２
	
	

	
	区民住宅指定管理者指定申請書（代表者印を押印）
	様式３
	
	

	
	指定申請に係る誓約書
	様式５
	
	

	
	共同事業体協定書兼委任状（単独で応募する場合は不要）
	様式６
	
	

	
	法人等概要説明書
	様式７
	
	

	
	定款・寄附行為・規約等
	任意様式
	
	

	
	登記事項証明書
	法定様式
	
	

	
	印鑑証明書
	法定様式
	
	

	
	法人税・消費税及び地方消費税の納税証明書
	法定様式
	
	

	
	法人事業税・法人住民税の納税証明書
	法定様式
	
	

	事業計画関係文書（注２）
	（区営住宅）管理業務の収支予算書
	様式８
	
	

	
	（区民住宅）管理業務の収支予算書
	様式９
	
	

	
	事業計画書
	経営理念及び施設の管理運営方針
	様式10-1
	
	

	
	
	施設運営実績
	様式10-2
	
	

	
	
	個人情報の保護
	様式10-3
	
	

	
	
	業務実施体制（住宅管理センターの体制）
	様式10-4
	
	

	
	
	業務時間外の体制
	様式10-5
	
	

	
	
	安全管理
	様式10-6
	
	

	
	
	入居者等の対応に関する業務
	様式10-7
	
	

	
	
	収納対策と債権管理
	様式10-8
	
	

	
	
	計画修繕工事への対応
	様式10-9
	
	

	
	
	小規模修繕工事への対応
	様式10-10
	
	

	
	
	施設管理への対応
	様式10-11
	
	

	
	
	アピール事項
	様式10-12
	
	

	労働環境チェックシート
	様式11
	
	

	財務審査書類
	貸借対照表、損益計算書及びキャッシュフローその他法人等の経営状況を明らかにする書類又はこれらに相当する書類
	任意様式
	
	


注１　様式が指定されているものは、その様式を使用してください。その他は、任意の様式を用意してください。
注２　「事業計画関係書類」の作成にあたっては、応募団体名及び団体を特定できる表現は避けてください。
注３　グループで応募する場合は、代表団体がグループとして取りまとめて提出してください。ただし、「経営状況関係書類」及び「労働環境チェックシート（様式11）」は、構成団体全てが提出してください。
注４　提出する書類名の右端チェック欄（申請者）に○印をつけて、提出書類に添付してください。



第36号様式（第36条関係）様式２

年　　月　　日　　

　　　（宛先）大田区長

申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　
電話番号　　　（　　　）　　　　

指定申請書

　　大田区営住宅（共同施設を含む。）の指定管理者の指定を受けたいので、大田区営住宅条例施行規則第36条の規定により、関係書類を添えて申請します。







　（添付書類）
　　１　事業計画書
　　２　区営住宅及び共同施設の管理に関する収支予算書
　　３　定款、寄附行為又はこれらに類する書類
　　４　法人にあっては、当該法人の登記事項証明書
　　５　貸借対照表、損益計算書その他当該団体の経営状況を明らかにする書類
　　６　団体の組織、沿革その他事業の概要を記載した書類
　　７　その他（　提出書類一覧のとおり　　　　　　　　）























第33号様式（第40条関係）様式３


年　　月　　日　　

　　　（宛先）大田区長

申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　
電話番号　　　（　　　）　　　　

指定申請書

　　大田区民住宅（駐車場及び共同施設を含む。）の指定管理者の指定を受けたいので、大田区民住宅条例施行規則第40条の規定により、関係書類を添えて申請します。







　（添付書類）
　　１　事業計画書
　　２　区民住宅及び駐車場並びに共同施設の管理に関する収支予算書
　　３　定款、寄附行為又はこれらに類する書類
　　４　法人にあっては、当該法人の登記事項証明書
　　５　貸借対照表、損益計算書その他当該団体の経営状況を明らかにする書類
　　６　団体の組織、沿革その他事業の概要を記載した書類
　　７　その他（　提出書類一覧のとおり　　　　　　　　　　　）























様式４


募集要項等に関する質問書
年　　　月　　　日
（宛先）大田区長

　大田区営住宅等指定管理者募集要項の規定により、指定管理者の募集について、質問事項がありますので、次のとおり提出します。

	団体名
	


	担当者
	氏　名

所　属（役職名）

所在地

連絡先

電子メール

	質問項目
	＜タイトル＞

	質問内容
	文書・資料名
	ページ
	該当箇所

	
	

	

	


	
	




















【注】１　団体名には、商号又は名称を記入してください。
２　タイトルは、正確に記述してください。
３　簡潔かつ具体的に記述してください。
４　この様式１枚につき１問としてください。



　　　　　　
様式５

指定申請に係る誓約書


年　　　月　　　日

　（宛先）大田区長
申請者　所在地　
団体名　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印


　大田区営住宅等指定管理者募集要項に明記された申込資格の条件を満たし、かつ欠格事項に反していないこと及び申請に際し提出する書類の記載事項に一切虚偽がないことを誓約します。


	団体名
	

	担当者
	
氏　名

所　属（役職名）

所在地

連絡先

電子メール




※　団体名には、商号又は名称を記入してください。
　　共同事業体の場合、別々に記載してください。













様式６
共 同 事 業 体 協 定 書 兼 委 任 状
（宛先）大田区長

　大田区営住宅等指定管理者に応募するため、募集要項に基づき共同事業体を結成し、大田区との間における下記事項に関する権限を代表に委任して申請します。
なお、当該件名の指定管理者に指定された場合、構成団体は業務遂行に伴う当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。

	共同事業体の名称
	

	共同事業体の代表者
（受任者）
	所在地
商号等
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
	責任割合

	
	
	

	共同事業体の事務所所在地
	

	共同事業体の構成団体
（委任者）
	所在地
商号等
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
	責任割合

	
	
	

	共同事業体の構成団体
（委任者）
	所在地
商号等
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
	責任割合

	
	
	

	共同事業体の成立、解散の時期及び委任期間
	令和　　年　　月　　日から当該指定管理者の指定終了後３か月を経過する日まで。ただし、当共同事業体が上記件名の指定管理者とならなかった場合はただちに解散します。
当共同事業体の構成団体の脱退又は除名については、事前に大田区長の承認がなければこれを行うことができないものとします。

	委任事項
	１　指定管理者の指定の申請に関する件
２　提案書の提出に関する件
３　協定締結に関する件
４　経費の請求受領に関する件
５　契約に関する件

	その他
	１　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできません。
２　この協定書に定めのない事項については、全構成団体により協議することとします。


（備考）
１　共同事業体の構成団体数が２者を上回る場合は、適宜様式を修正してください。
２　代表構成団体の責任割合は50％以上にしてください。










様式７

法人等概要説明書　
（共同事業体の場合、別々に記載してください。）

	法人等名称
	
	代表者名
	

	本社の所在地
	


	
	


	電話
ＦＡＸ
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

	都内の主たる
事務所の所在地
	



	
	

	電話
ＦＡＸ
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

	法人設立年月日
	年　　月　　日
	都内設立年月日
	年　　月　　日

	資本（出資）金等
	
	賃貸管理
開始年月日
	年　　月　　日

	従業員数
	名
	（うち、賃貸住宅の管理に携わる人員　　名）

	
	
	（うち、都内事務所の人員　　名）

	事務所・事業者数
	箇所（うち、都内　　　　　　箇所）　　　　

	賃貸住宅管理戸数
	令和８年４月１日現在　　　　　　　　　　戸
（【注】３階建て以上の耐火造の住宅であること。）

	最近３年間の
経常収支
	決算の期間
	年
	年
	年

	
	経常損益
	千円
	千円
	千円

	
	特別損益
	千円
	千円
	千円

	
	当期損益税引前
	千円
	千円
	千円

	
	当期損益税引後
	千円
	千円
	千円

	
	前期繰越損益等
	千円
	千円
	千円

	
	当期末処理損益
	千円
	千円
	千円

	賃貸住宅管理
事業の概要
	各年度末
	年
	年
	年

	
	管理戸数
	戸
	戸
	戸

	
	事 業 内 容
	


※　沿革、組織その他、様式に記載しきれない事項については、任意の書類を添付する　　ことができます。（パンフレット可）


様式８

（区営住宅）管理業務の収支予算書（初年度）


年　　　月　　　日


	項　　目
	金　　額

	収入
	指定管理料
	円

	支出
	住宅営繕費　①
	420,657,500円

	
	
	計画修繕業務
	182,157,500円

	
	
	小規模修繕業務
	63,500,000円

	
	
	空き家修繕工事業務
	175,000,000円

	
	施設管理費　②
	32,185,460円

	
	



	昇降機点検・保守業務
	18,660,768円

	
	
	消防設備等点検・保守業務
	3,704,000円

	
	
	遠隔監視装置等維持管理業務
	1,505,832円

	
	
	水道施設点検・保守業務
	2,900,960円

	
	
	受水槽清掃業務
	428,000円

	
	
	避雷設備点検・保守業務
	796,000円

	
	
	その他点検・保守業務
	4,189,900円

	
	環境整備費　③
	20,121,000円

	
	小計　④＝①＋②＋③
	472,963,960円

	
	その他諸経費　　　　　　　　⑤＝④×（　　　　％）
	

	
	小計　⑥＝④＋⑤
	

	
	事務所費　⑦（家賃、光熱水費等）
	

	
	事務費　⑧（車輌リース料、ガソリン代、駐車場賃借料、事務機器リース料、通信費等）
	

	
	人件費　⑨
	

	
	
	（内）正規職員
	

	
	
	（内）臨時職員
	

	
	合計　⑩＝⑥＋⑦＋⑧＋⑨
	


【注】１　指定管理料（収入）は支出の合計（⑩）と同額で記入してください。
２　この様式に金額を記載するだけでなく、算出根拠を別紙に明記して提出してく　　　　ださい。
３　住宅営繕費、施設管理費及び環境整備費は令和８年度の予算額です。精算項目ですので、見積は不要です。
４　その他諸経費は、①住宅営繕費・②施設管理費・③環境整備費について、施工者からの見積金額の他に別途諸経費を計上する場合にご記載ください。①・②・③において諸経費が異なる場合もしくは％を用いない諸経費を請求される場合は金額のみを記載し、詳細を別紙にてお示しください。
５　備品は購入ではなく、原則５年リースとします。
６　消費税については、本予算書には含めないでください。
７　区営住宅と区民住宅の管理に係る費用を別々に算出することが困難な場合は、管理戸数から費用を按分して算出してください。

様式９
（区民住宅）管理業務の収支予算書（初年度）

年　　　月　　　日


	項　　目
	金　　額

	収入
	指定管理料
	円

	支出
	住宅営繕費　①
	42,540,000円

	
	
	計画修繕業務
	25,900,000円

	
	
	小規模修繕業務
	6,000,000円

	
	
	空き家修繕工事業務
	10,640,000円

	
	施設管理費　②
	6,350,270円

	
	



	昇降機点検・保守業務
	2,028,000円

	
	
	消防設備等点検・保守業務
	452,000円

	
	
	遠隔監視装置等維持管理業務
	240,000円

	
	
	水道施設点検・保守業務
	199,870円

	
	
	受水槽清掃業務
	40,000円

	
	
	避雷設備点検・保守業務
	116,000円

	
	
	その他点検・保守業務
	3,274,400円

	
	環境整備費　③
	714,000円

	
	小計　④＝①＋②＋③
	49,604,270円

	
	その他諸経費　　　　　　　　⑤＝④×（　　　　％）
	

	
	小計　⑥＝④＋⑤
	

	
	事務所費　⑦（家賃、光熱水費等）
	

	
	事務費　⑧（車輌リース料、ガソリン代、駐車場賃借料、事務機器リース料、通信費等）
	

	
	人件費　⑨
	

	
	
	（内）正規職員
	

	
	
	（内）臨時職員
	

	
	合計　⑩＝⑥＋⑦＋⑧＋⑨
	


【注】１　指定管理料（収入）は支出の合計（⑩）と同額で記入してください。
２　この様式に金額を記載するだけでなく、算出根拠を別紙に明記して提出してく　　　　ださい。
３　住宅営繕費、施設管理費及び環境整備費は令和８年度の予算額です。精算項目ですので、見積は不要です。
４　その他諸経費は、①住宅営繕費・②施設管理費・③環境整備費について、施工者からの見積金額の他に別途諸経費を計上する場合にご記載ください。①・②・③において諸経費が異なる場合もしくは％を用いない諸経費を請求される場合は金額のみを記載し、詳細を別紙にてお示しください。
５　備品は購入ではなく、原則５年リースとします。
６　消費税については、本予算書には含めないでください。
７　区営住宅と区民住宅の管理に係る費用を別々に算出することが困難な場合は、管理戸数から費用を按分して算出してください。



















大田区営住宅等指定管理者

事　業　計　画　書























●　事業計画書の一覧


	１
	管理運営の理念及び運営方針

	２
	集合住宅の管理実績

	３
	個人情報の保護

	４
	業務実施体制（住宅管理センターの体制）

	５
	業務時間外の体制

	６
	安全管理

	７
	入居者等の対応に関する業務

	８
	収納対策と債権管理について

	９
	計画修繕工事への対応

	10
	小規模修繕工事への対応

	11
	施設管理への対応

	12
	アピール事項



※できるだけ簡潔に記述してください。










様式10－１

１　管理運営の理念及び運営方針

	
　　区営住宅等の管理を代行するうえでの理念及び運営方針は、どのようなものであるか。それらを区営住宅等の管理運営にどのように反映させていくのか記述してください（適切な維持管理体制及び公平性を確保した入居者管理にも言及してください。）。


	









































様式10－２

２　集合住宅の管理実績

	
申請日現在、管理している集合住宅の管理棟数及び戸数について、記述してください。
· 　入居者管理とは入居手続き、入居中の居住者対応、退去手続きを含みます。施設管理とは、共用部の維持管理、小規模修繕及び居住者の退去後における原状回復工事までを含みます。


	
以下の項目に従って記述してください。
●自治体からの受託による管理住宅（入居者管理と施設管理の内訳を記述してください。）
●その他管理している賃貸住宅
●その他管理している分譲住宅



























様式10－３

３　個人情報の保護

	
　　住宅の管理業務では、個人情報を数多く扱い、また個人番号（マイナンバー）を取り扱っています。このような個人情報保護に対する社内の経営理念及び管理方針を記述してください。
また、社内の個人情報の管理方法及びセキュリティ対策並びにコンプライアンス体制についても記述してください。
　　さらに、日常業務の中で実践・工夫している事項を具体的に記述してください。


	


様式10－４

４　業務実施体制（住宅管理センターの体制）

	
　　業務実施の体制について、次に掲げる事項について記述してください。
　①　住宅管理センターの指揮命令体制について、組織図を用いて全体での位置付け、担当する業務の内容及び職員の配置（正規職員・非正規職員の内訳も）を記述してください。
　②　住宅管理センターの設置する所在地、事務所内の床面積、車いす対応への配慮及び個人情報を保護するセキュリティ体制等について記述してください。
なお、住宅管理センターにおいて、区営住宅等の管理業務以外の業務も併せて実施する場合には、その状況（室内配置、兼用割合及び業務内容等）についても記述してください。


	












様式10－５

５　業務時間外の体制

	
　　業務時間外の対応等について、次に掲げる事項について記述してください。
　①　業務時間外における連絡体制及び職員の配置について記述してください。夜間と休日の体制が異なる場合は、夜間と休日に分けて記述してください。
　②　24時間体制の緊急連絡部署を設置する法人等にあっては、その指揮命令体制（①組織全体の位置づけ、②担当業務内容、職員の配置）について記述してください。
③　業務時間外の業務を再委託する場合は、委託業務名、業務の内容及び監督体制について記述してください。


	



































様式10－６

６　安全管理

	

緊急時や大規模災害時における危機管理に対する計画と備えについて、次に掲げる事項について記述してください。
①　施設の破損、事故等の緊急時における施設及び入居者の安全確保
②　台風接近時や南海トラフ地震臨時情報等発表時当における予防措置の考え方及び体制
③　大規模災害発生時における施設および入居者の安全確保
④　大田区や関係機関との連絡体制とその考え方


	






































様式10－７

７　入居者等の対応に関する業務

	
１　住宅管理センターへは入居者を含めた様々な方から、相談・要望などが寄せられます。入居者等への対応について、次に掲げる事項について記述してください。
①　現在区営住宅は、７０歳以上の使用者の割合が６割を超える状況にあります。このような高齢者への相談・支援業務において、身体面・精神面において老化傾向が進む高齢者の特性を踏まえて、どのような点に配慮して実施するのか、記述してください。
②　区営住宅等の日常生活における問題解決や地域自治会・町会との連携などを担っていただくため住宅ごとに自治会が結成されており、一部自治会では住宅の維持管理費用などを徴収しています。このような住宅自治会への相談・支援業務においてどのような点に配慮して業務を行うか、法人等の考えを述べてください。
　③　その他、入居者等への相談業務の向上等、多様なアイデアを提案してください。

２　今後、大田区営住宅建替等計画の策定が予定されており、建替えが行われる際には、現入居者の住替えが必要になります。入居者管理において、円滑な住替えを促すためにどのような配慮を要するのか法人等の考えを述べてください。


	







様式10－８

８　収納対策と債権管理について

	
　　区営住宅等における使用料等の徴収事務について、収納率の向上に対して行う対策を中心に、どのように取り組んでいくのか記述してください。
　　また、債権の管理と入居者への支援をどのように行っていくのか記述してください。
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様式10－９

９　計画修繕工事への対応

	
　　計画修繕工事については、費用の適正化だけでなく、工事の質の確保も求められます。工事の質を確保しつつ、計画修繕工事全般の費用の適正化を図るための取組みを記述してください。



	

























様式10－10

10　小規模修繕工事への対応

	
　　一般修繕工事及び空き家修繕工事への対応について、次に掲げる事項について記述してください。
①　発注手続、業者選定、工事の検査確認、工事単価の設定などどのように行って、経費削減や適正な工事を担保するのかを記述してください。
②　区内業者の活用方針について記述してください。


	




































様式10－11

11　施設管理への対応

	
　　設備保守点検業務での点検結果等を日常の保守管理に活用していく方法を記述してください。
また、非常時・災害時に速やかに対応するための活用方法についても、提案を記述してください。
　

	





























様式10－12

12　アピール事項

	
　　区営住宅等を管理運営していくにあたり、区営住宅等の特性に触れながら、アピールするものがあれば、記述してください。


	











































image1.emf
【参考】使用料収納率と口座振替率

区営住宅 区民住宅 口座振替率（全体）

令和3年 98.77% 99.49% 86.83%

令和4年 99.30% 99.56% 86.83%

令和5年 98.84% 99.45% 86.80%

令和6年 98.44% 99.33% 86.27%


